
〔資料１〕　累計事業別実績（昭和34年度～平成30年度）
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術
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修
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研
修

管
理
研
修

注② 注③ 注④ 注⑤ 注⑥ 注⑦ 注⑧ 注⑨ 注⑩ 注⑪

昭和34 (1959) 43 0 43

35 (1960) 105 0 105

36 (1961) 165 0 165

37 (1962) 261 0 261

38 (1963) 314 0 314

39 (1964) 428 0 428

40 (1965) 549 0 549

41 (1966) 637 0 637

42 (1967) 755 0 755

43 (1968) 788 32 820

44 (1969) 802 31 833

45 (1970) 940 28 968

46 (1971) 1,003 33 1,036

47 (1972) 1,060 192 1,252

48 (1973) 1,241 220 1,461

49 (1974) 1,228 14 225 1,467

50 (1975) 1,377 17 234 1,628

51 (1976) 1,249 14 236 1,499

52 (1977) 1,276 48 15 225 1,564

53 (1978) 1,451 76 16 219 1,762

54 (1979) 1,599 131 15 268 2,013

55 (1980) 1,567 93 16 279 1,955

56 (1981) 1,609 142 36 291 2,078

57 (1982) 1,739 193 36 245 2,213

58 (1983) 2,052 170 39 98 2,359

59 (1984) 2,084 200 80 39 85 2,488

60 (1985) 2,216 204 79 41 86 2,626

61 (1986) 2,197 302 101 40 98 2,738

62 (1987) 2,292 382 90 40 81 2,885

63 (1988) 2,309 431 92 39 89 2,960

平成元 (1989) 2,383 524 116 41 130 3,194

2 (1990) 2,511 715 141 41 135 3,543

3 (1991) 2,669 695 147 41 144 3,696

4 (1992) 2,772 851 101 39 121 3,884

5 (1993) 2,856 978 134 40 173 4,181

6 (1994) 2,963 1,481 158 39 144 4,785

7 (1995) 3,063 1,689 174 36 136 5,098

8 (1996) 3,116 1,766 145 249 38 119 5,433

9 (1997) 3,236 1,971 102 319 35 82 5,745

10 (1998) 2,897 2,213 74 581 30 983 233 36 197 7,244

11 (1999) 3,005 1,928 116 21 50 153 227 28 251 5,779

12 (2000) 2,688 1,859 115 25 36 － 196 28 196 5,143

13 (2001) 2,756 1,007 178 137 48 － － 177 20 217 4,540

14 (2002) 2,245 1,705 172 55 248 － － 169 － 310 12 447 5,363

15 (2003) 2,215 2,077 407 62 － － － 150 86 － 226 86 707 6,016

16 (2004) 2,411 1,978 515 107 － － － 206 89 － 390 121 804 6,621

17 (2005) 2,563 1,938 591 152 － － － 163 92 － 567 201 789 7,056

18 (2006) 2,730 1,324 683 172 15 － － － 234 94 － 431 193 929 6,805

19 (2007) 2,686 1,324 722 126 30 6 － － － 196 74 － 673 120 1056 7,013

20 (2008) 2,569 1,197 479 126 55 6 － － － 214 － － 529 8 946 6,129

21 (2009) 2,063 1,237 － 91 － － － － － 424 93 27 29 － － 880 219 967 6,030

22 (2010) 1,697 1,401 － 17 4 － 22 － － － 844 250 46 10 792 － － － 20 122 27 537 355 888 7,032

23 (2011) 1,303 1,324 － － 54 3 － － － － 24 647 14 70 － － － － － 20 136 15 － 342 347 209 4,508

24 (2012) 1,320 614 － － － 268 － － － － － 731 － 28 71 101 － － － － － 140 － 264 257 － 200 116 358 4,468

25 (2013) 892 700 － － 72 － － － － － － － 256 － 482 121 － 81 155 － － － － － 122 － － － － 147 185 258 3,471

26 (2014) 639 703 － － 68 427 － － － － － － － 387 － 147 － － 36 147 187 － － － － － 131 － － － － 285 402 208 47 3,814

27 (2015) 412 315 － － 27 539 79 － － － － － － 266 273 － 71 13 － － 74 215 278 63 － － － － － 128 － － － － 374 379 188 38 3,732

28 (2016) 356 488 － － － 530 288 － － － － － － － 246 － － － － － 60 274 278 62 － － － － － 152 － － － － 393 443 186 69 3,825

29 (2017) 338 637 － － － 513 787 － － － － － － － 416 － － － － － 34 271 324 － － － － － － 153 － － － － 472 262 285 76 4,568

30 (2018) 454 426 － － － 554 332 － － － － － － － 282 － 86 － － － 40 272 327 － － － － － － 129 － － － － 549 267 386 144 4,248

合   計 99,144 39,437 4,052 1,672 167 2,563 1,486 58 271 100 34 296 1,776 1,426 7,239 264 304 13 482 121 481 1,368 1,650 125 792 29 435 879 40 1,213 15 264 257 27 12,645 3,716 9,611 374 194,826

注① ：新興市場開拓人材育成支援事業-産業技術者育成支援・受入研修事業…海外技術者受入研修事業(昭和34～平成10年度)、産業技術者育成支援研修事業(平成11～22年度)、経済産業人材育成支援研修事業(平成23～24年度)ならびに
ポーランド・ハンガリー支援事業121名(平成2年度)、産油国人材育成協力事業150名(平成4年度)を含む。

注② ：産業構造支援・受入研修事業…環境技術者受入研修事業(平成10年度)および産業技術者育成支援研修事業-産業構造支援事業(平成11～20年度)の合算。環境技術者等受入研修を主軸に、政策支援受入研修(平成11～13・15年度)、
ならびにEPA受入研修(平成18～20年度)を含む。

注③ ：中小企業研修事業…中小企業研修生受入等事業(平成10～13年度)を含む。
注④ ：海外IT技術者育成事業・受入研修事業…IT関連の研修については、平成15年度より産業構造支援・受入研修事業に組み込まれた。
注⑤ ：トレーナーズ・トレーニング事業…日本人が対象。昭和59年度～平成12年度に亘って実施。
注⑥ ：その他単年度事業…アジア緊急支援研修生受入事業983名(平成10年度)、緊急経済対策支援事業153名(平成11年度)、ASEAN包括的経済連携促進研修事業(物流人材育成)24名(平成23年度)、

地域資源海外販路開拓支援事業266名（平成27年度）を合算。
注⑦ ：貿易投資促進事業(制度･事業環境整備)…貿易投資円滑化等協力研修生受入事業(平成8～13年度)、貿易投資円滑化等協力研修事業(平成14～18年度)、貿易投資円滑化支援事業(平成19～21年度)、

貿易投資円滑化支援事業(研修)(平成22～23年度)および貿易投資円滑化支援事業(人材育成)(平成24年度)を含む。
注⑧ ：貿易投資円滑化支援事業(実証)…訪日ワークショップの参加人数。
注⑨ ：経済連携人材育成支援研修事業(比EPA介護（就学）・（就労）コース)…経済連携人材育成支援研修事業(比EPA介護（就学）コース)（平成21～22年度）および経済連携人材育成支援研修事業(比EPA介護（就労）コース)（平成24年度以降）を合算。
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※別表： その他受託等事業一覧

事 業

年 度

注⑫ 注⑭ 注⑮ 注⑯ 注⑰ 注⑱ 注⑲ 注⑳ 注21 注22

昭和 34 (1959)

35 (1960)

36 (1961)

37 (1962)

38 (1963)

39 (1964)

40 (1965)

41 (1966)

42 (1967)

43 (1968) 20 12 32

44 (1969) 19 12 31

45 (1970) 20 8 28

46 (1971) 20 13 (70) 33

47 (1972) 19 105 18 50 192

48 (1973) 20 130 22 48 220

49 (1974) 30 130 17 48 225

50 (1975) 30＋ 7 130 19 48 234

51 (1976) 30＋ 8 129 19 50 236

52 (1977) 30＋ 6 127 19 43 225

53 (1978) 30＋ 9 123 20 37 219

54 (1979) 42＋ 7 130 18 41 30 268

55 (1980) 40＋ 10 149 12 38 30 279

56 (1981) 40＋ 10 148 26 38 29 291

57 (1982) 44＋ 9 2 124 15 37 14 245

58 (1983) 49＋ 9 4 － 14 22 － 98

59 (1984) 54＋ 10 7 － 14 － － 85

60 (1985) 59＋ 8 7 － 12 － － 86

61 (1986) 58＋ 9 9 － 22 － － 98

62 (1987) 55＋ 9 9 － 8 － － 81

63 (1988) 62＋ 7 10 － 10 － － 89

平成 元 (1989) 66＋ 9 15 － 12 － － 28 130

2 (1990) 104＋ 5 16 － 10 － － － 135

3 (1991) 100＋ 9 19 － 9 － － 7 144

4 (1992) 86＋ 9 16 － 10 － － － 121

5 (1993) 100＋ 3 20 － 10 － － 40 － 173

6 (1994) 84＋ 7 18 － 10 － － 25 － 144

7 (1995) 71＋ 6 18 － 11 － － 25 5 － 136

8 (1996) 56＋ 4 15 － 11 － － 26 7 － 119

9 (1997) 31＋ 4 11 － － － － 12 10 14 － 82

10 (1998) 85 38＋ 4 9 － － － － 12 10 39 － 197

11 (1999) 140 38 12 － 30 － － － － 18 13 － 251

12 (2000) 74 28 7 － 80 － － － － － 7 － 196

13 (2001) 78 50 8 － 28 53 － － － － － － － 217

14 (2002) 61 60 8 － 47 70 64 － － － － － － － 310

15 (2003) 87 62 6 － 27 44 － － － － － － － － 226

16 (2004) 61 62 － － 24 41 147 － 55 － － － － － － － 390

17 (2005) 43 39 － － 30 29 276 － 133 17 － － － － － － － 567

18 (2006) 29 33 － － 33 10 － － 168 19 139 － － － － － － － 431

19 (2007) 27 41 － － 42 105 60 － － 269 － 97 － － － － － － 28 4 － 673

20 (2008) － 91 43 － － 45 － － － － 320 9 － － － － － － － － 21 － 529

21 (2009) － 88 48 － － 12 20 － － － － 283 － － － － － － － － － － 429 － 880

22 (2010) － 88 54 － － － 16 － － － － 265 － － － － － － － － － － － － 114 537

23 (2011) － 82 － － － － － － － － － 156 － － － － － － － － － － － － 104 342

24 (2012) － 88 － － － 24 － － － 20 － － 68 － － － － － － － － － － － － － 200

25 (2013) － 112 － － － － － － － － － － 35 － － － － － － － － － － － － － 147

26 (2014) － 232 － － － － － － － － － － 22 － － 31 － － － － － － － － － － 285

27 (2015) － 355 － － － － － － － － － － － － － 19 － － － － － － － － － － 374

28 (2016) － 299 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － 94 393

29 (2017) － 336 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － 89 42 5 472

30 (2018) － 425 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － 66 15 43 549

合   計 685 2,196 246 1,425 422 36 352 60 20 423 64 1,774 45 236 463 500 103 140 50 73 28 25 429 35 218 249 57 48 12,645

注⑩ ：経済連携協定(EPA)に基づくインドネシア人看護師･介護福祉士候補者に対する日本語研修事業…ASEAN統合基金事業(平成22～23年度)(日・ASEAN事務局からの委託事業)を前身とする外務省委託事業。
注⑪ ：国際労働関係事業(使用者団体指導者招へい・現地セミナー等に関する事業)…国際経営支援事業(平成22年度)を含む。
注⑫ ：産業財産権人材育成協力事業…外国産業財産権制度支援事業(平成20～22年度)を含む。
注⑬ ：機械工業関係海外技術者受入研修等事業-産業技術研修生…昭和50年度から平成10年度までの右側数字は(一般財)中東協力センター推薦分。
注⑭ ：機械工業関係海外技術者受入研修等事業-電子計算機研修事業…昭和58年度から(一般財)国際情報化協力センターへ移管。
注⑮ ：中東等産油国投資等促進事業…投資環境整備支援事業(平成11～17年度)、中東産油国投資促進事業(平成18年度)を含む。
注⑯ ：産油国研修事業(JOGMEC)…産油国研修事業(平成13～18年度)(独立行政法人日本貿易振興機構からの委託)を含む。
注⑰ ：メキシコ交換研修生受入研修事業…初年度(昭和46年度)の70名は、海外技術者受入研修事業の実績に含む。
注⑱ ：韓国産業技術人材育成事業…産業技術人材協力事業(平成7～8年度)を含む。
注⑲ ：その他の受託事業…通商産業政策研修事業14名(平成元年度)、ブルガリア品質管理研修事業14名(平成元年度)、アセアン先端技術研修事業7名(平成3年度)を合算。
注⑳ ：日・ASEAN統合基金事業(尼EPA)…平成24年度以降は、経済連携協定(EPA)に基づくインドネシア人看護師･介護福祉士候補者に対する日本語研修事業(外務省委託事業)に移行。

※この他、受入を伴わない国内事業として、アジア人財資金構想共通カリキュラムマネージメントセンター事業(平成19～22年度)、アジア人材資金構想プロジェクトサポートセンター事業(平成23年度)、
『生活者としての外国人』のための日本語教育事業(平成23～24年度)を実施。
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